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下請への適正な価格転嫁について

令和４年１２月

埼玉県県土整備部建設管理課







スライド制度について

■ スライド制度について

◆ 制度の概要

工事の契約締結後に賃金水準や物価水準が変動し、その変動額が一定程度

を超えた場合に、請負代金額の変更することができる制度

◆ スライドの種類

・全体スライド ；１２か月以上の工期の工事における

資材、労務単価の変動時に適用

・インフレスライド ：急激な資材、労務単価の変動時に適用

・単品スライド ：急激な資材単価の変動時に適用

■ 取組の概要

令和４年１月 運用基準及びマニュアルを庁内及び関係団体に周知

令和４年３月 制度概要や相談窓口を明記したリーフレットを作成し、
庁内及び関係団体に周知

令和４年５月 県ＨＰにおいて、スライド制度に関するページを開設
し、スライド額の計算例及び申請書類の記載例を掲載

令和４年６月 スライド制度についての説明動画を作成
（埼玉県公式Youtube及び県ＨＰに掲載）

令和４年８月 単品スライドに関する運用基準の改正

■ 県HPにおけるスライド制度に関するページの開設及び計算例・説明動画の作成

埼玉県 スライド

◆リーフレット：契約時に受注者に配布 ◆計算例：スライド適用の可否を簡易に算出

◆説明動画：制度の概要及び単品スラ
イドの計算例の活用方法について説明

スライド制
度

説明動画

埼玉県総務部入札課
【最新の取引価格を反映した適正な請負代金額の設定のための取組②】
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パートナーシップ構築宣言

 ■登録企業数（全国） １６，８２７社 （Ｒ４．１２．７時点）

 ■業種登録企業

1 農業、林業 11 金融業、保険業

2 漁業 12 不動産業、物品賃貸業

3 鉱業、採石業、砂利採取業 13 学術研究、専門・技術サービス業

4 建設業 １，４８７者（９％） 14 宿泊業、飲食サービス業

5 製造業 15 生活関連サービス業、娯楽業

6 電気・ガス・熱供給・水道業 16 教育、学習支援業

7 情報通信業 17 医療、福祉

8 運輸業、郵便業 18 複合サービス事業

9 卸売業 19 サービス業（他に分類されないもの）

10 小売業



■地域別登録企業

（全業種：１２月７日時点）

１位 東京都 ３，２３３社

２位 大阪府 １，４１２社

３位 愛知県 １，２７８社

４位 神奈川県 ７１６社

５位 静岡県 ７６６社

６位 埼玉県 ６６９社

■埼玉県内企業の登録

（６月６日時点の建設業）

登録企業者数は３３者あるが、

県発注工事における契約実績がある企業

は１６者のみ。

パートナーシップ構築宣言




